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⺠研コロナ・パンデミックフォーラム第４回 2020.12.26 14:00~16:30 on Zoom 
「コロナ禍での教育実践と教育の課題を考える」 
 
 

教育制度と⾏政を捉える視点から 
 
 

中嶋哲彦（愛知⼯業⼤学） 
 
 

 

 

 
 

(1) ⾸相による⼀⻫臨時休業要請 
 

2/27 の安倍⾸相の⼀⻫臨時休業の要請は、 
① 緊急事態宣⾔（§32）が発出されていない段階で、 
② 緊急事態措置を実施すべき区域（§32①⼆）を特定することなく、⾮感染地帯をも含んで全国⼀律に、 
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 報告者は、今回の全国一斉休校は首相による法的根拠のない要請を受けて、形式的には臨時休業の
権限を有する教育委員会の意思決定に基づいて実施されたものだったと考える。これを「教育の地方
自治」尊重の視点から整理するとすれば、次の二つのアプローチがありうる。 
 それは第一に、首相の一斉休校要請には法的根拠はなく、また要請された措置には合理的正当性も
なく、教育委員会にはそれを受け入れる法的義務も合理的必要性もなかったが、教育委員会は首相
直々の要請であることを考慮し臨時休業を決めたものだった、という整理である。この場合、全国一
斉休校をめぐる諸問題は、各教育委員会による臨時休業決定の合理性・妥当性の問題として、したが
って個別地方公共団体ごとの権限行使の問題として扱うこととなる。 
 第二の整理は、首相は法的権限をもたないにもかかわらず、また合理的根拠がないにもかかわらず、
事前の調整・協議もなく、突然マスコミを通じて、全国一斉・一律の休校措置を（教育委員会に）要
請し、週明けからの一斉休校を既成事実化することで、教育委員会が必要な検討を経て適切な措置を
講ずる機会を奪った。これは教育委員会の臨時休業の実施の強要する一方、教育委員会から新型コロ
ナウイルス対策を講じつつ学校教育活動を継続する機会を奪うものだった。したがって、首相の一斉
休校の要請は、地方公共団体の学校管理権を侵害し、教育の地方自治を阻害するものとして、不当な
支配に該当する。 
 
 しかし、本報告の目的は、首相による不当な支配を論ずることでも、今回の臨時休業について個々
の教育委員会の法的責任を問うことでもなく、今後起こりうる同様の事態（①新型ウイルス等による感
染症の爆発的蔓延、②感染症拡大等の危機が発生した場合における政府による国家緊急権行使類似行為）に対
して、児童生徒の教育を受ける権利の保障等の法的利益や、学校や地域社会における学びと育ちに関
する利益を擁護するために、教育行政またはその制度はどうあるべきか考察することにある。 
 今回の全国一斉休校は、法的根拠なき首相要請を受けて行われた。では、感染症拡大時において、
教育委員会にはどのような責任と権限を有しており、またそもそも教育行政は地方公共団体における
感染症対策にどのように位置づけられているのか。さらに、国・都道府県はこれにどのように関与す
る仕組みになっているのか。そして、ここには見落とされた問題は存在しないのか。 

 
 
2. 一斉臨時休業の経緯 
 
Ⅰ ～2/26 地域・学校の個別対応 

2/25 文科省「学校の卒業式・入学式等の開催に関する考え方について」 
 

Ⅱ 2/27～3/23 首相の一斉臨時休業要請への対応 
2/27 安倍首相（当時）、一斉休業要請 
2/28 文科省「新型コロナウイルス感染症対策のための小学校，中学校，高等学校

及び特別支援学校等における一斉臨時休業について」 
3/2 一斉臨時休業、開始 
 

Ⅲ 3/24～5/13 一斉休業継続下での学校再開に向けた取り組み 
3/24 文科省「令和 2年度における小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等

における教育活動の再開等について（通知）」 
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学校再開ガイドライン 
臨時休業の実施に関するガイドライン 

4/7 緊急事態宣言、発出（東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡） 
4/16 緊急事態宣言、全国に拡大 （5/6までの予定） 
5/4 緊急事態宣言、期限を 5/31 までに延長 

 
Ⅳ 5/1５～ 学校再開と「学びの保障」 

5/14 緊急事態宣言、39 県について解除（北海道、東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、
兵庫、京都は継続） 

5/15 「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた学校教育活動等の実施にお
ける「学びの保障」の方向性等について（通知）」 

5/25 緊急事態宣言、残る 5都道県についても解除 
 
 
3. 市町村の責務と権限 
 
(1) 基礎自治体としての市町村の責務と権限 
 
(a) 地方公共団体の事務 

市町村は「基礎的な地方公共団体」（自治法§2②）として、「地域における事務及びその他の事
務で法律またはこれに基づく政令により処理することとされるもの」（自治法§2①）のうち、都
道府県が処理することとされている事務⚐1以外の事務を、「一般的に、処理する」（自治法§2③）。 
⚐1都道府県が処理する事務（自治法§2⑤） 

・広域にわたる事務 
・市町村に関する連絡調整に関する事務 
・規模または性質において一般の市町村が処理することが適当でないと認められるもの 

⇒ 感染症対策に関する事務は、主として都道府県が処理。 
 他方、公立小中学校の管理に関する事務は、主として市町村が処理。 

 
(b) 地方公共団体の自治事務と法定受託事務 

i. 自治事務（自治法§2⑧） 
自治事務 ⊋ 公衆衛生  ← 首長 感染症対策は主に法定受託事務⚐2 
自治事務 ⊋ 教育事務 ⊋ 学校管理 ← 教育委員会 設置者管理主義（学校法§5） 

ii. 法定受託事務 
第一種法定受託事務（自治法§2⑨一） 国    → 都道府県、市町村、特別区 
第二種法定受託事務（自治法§2⑨二） 都道府県 → 市町村、特別区 

 
⚐2感染症対策に関する法定受託事務 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（§65の 2） 
感染症に関する情報の収集及び公表（§§12～16の 2） 
就業制限その他の措置（§§16の 3～26の 2） 
感染症の診査に関する協議会（§24） 
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③ 特定都道府県知事を⾶び越して（§20①、§33①）、学校設置者または学校に対して直接に、 
④ 学識経験者の意⾒（§18④）を聴くことなく、 
⑤ 第 15 回新型コロナウイルス感染症対策本部での発⾔という形で⾏われたものだった。 

 
この意味で、安倍⾸相の⼀⻫臨時休業の要請は、 

① 地⽅⾃治法及び地⽅教育⾏政法に定める平時における国の地⽅公共団体に対する「関与の⽅式」から
逸脱することはもとより、 

② 新型インフル等特措法の定める緊急事態宣⾔時の「関与の⽅式」からも逸脱するものであり、 
③ 法的根拠のないものだった。 

 
これは、法の支配（≒法治主義）ではなく、人治主義。「私から要請します」 

菅政権はGoToTravelの継続・停止にかかわって、人治主義を受け継いでいる。「私が決めました」 

 
さらに、 

④ 児童⽣徒の感染等が確認されていない段階での臨時休業が、児童⽣徒の安全保護のために、または感
染拡⼤防⽌のために必要かつ適切であることを確認しないまま、 

⑤ 臨時休業中における児童⽣徒の学習や⽇常⽣活の確保についてまったく考慮することなく、 
⑥ かつ、臨時休業のために必要な準備期間を家庭、学校、地⽅公共団体に与えることなく、 
⑦ したがって、突然の臨時休業によって児童⽣徒が被る不利益を適切に考慮することなく、 
⑧ また地⽅公共団体の⾸⻑や⽂部科学⼤⾂の意⾒を聴取することなく⾏われたものであり、 
⑨ 内容上の正当性も認めがたいものだった。 

 
 
(2) ⽂部科学省の対応 

 
① ⾸相要請を受けた⽅針転換 2/25通知 → 2/28通知 
② 基準なき臨時休業と学校再開ガイドライン 
 
 
 
他⽅、 
③ 「学びの保障」の柔軟性 
④ 「技術的な指導助⾔」  not 是正要求、指⽰ 
 
 

(3) 教育委員会・学校の安全保護義務 
 

① 教育委員会・学校は感染症に関しても児童⽣徒に安全保護義務を負うが、学校保健安全法には感染症
拡⼤を想定した危険等発⽣時対処要領の定めがなく、感染症拡⼤を想定した危機管理マニュアルの
策定や資材備蓄などの事前準備が義務づけられていない。学校安全に関して作成が義務づけられて
いる危険等発⽣時対処要領に相当する緊急対処マニュアルの作成を義務づけるべきか。 
 

② 児童⽣徒の感染予防は、学校保健安全（教育委員会）と公衆衛⽣（⾸⻑）とが連携してアプローチすべ
き課題だが、連携を確保する法制上の仕組みはない。総合教育会議を連携チャンネルとして活⽤する

「総理大臣が要請しているから、その旨伝

えます」的な通知。臨時休業を要請する権限

がないことにも、臨時休業を積極的に指導

助言する根拠がないことにも自覚的。 

 

「総理大臣に付き合って、面倒なことに

なりたくない」的な。 
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ことは可能だが、意識的には追求されてこなかった。 

 
③ 学校保健安全法上、市町村教育委員会は⾃らの判断で公⽴⼩中学校を臨時休業とする権限を有する。
他⽅、新型インフル特措法においては、市町村教育委員会の施策は、政府対策本部が策定する基本的
対処⽅針に従って⾏動する都道府県知事による総合調整に服することとなり、権限と責任の所在が
不明確になる。整理が必要ではないか。 

→ 第３波（第１波を上回る感染拡大と医療体制崩壊の危機）の下にあっても、学校の臨時休業

は話題にならない。その必要性を誰も考えていないのか。 

 
 

(4) 学校の潜在的な社会的機能  顕現 
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都道府県知事に対する苦情の申出（§24の 2） 
検体の収去・採取（§§26の 3～26の 4） 
建物に関する措置（§32） 
交通の制限・遮断（§33） 
感染症指定医療機関の指定等（§38②⑤） 
換算が疑われる者に対する健康状態の報告・外出自粛等の要請（§44の 3） 
厚生労働大臣に対する経過報告（§44の 5） 
新感染症に関する措置（§§44の 6～53） 
感染症の病原体を媒介するおそれのある動物の輸入に関する措置（§§54～56の2） 

新型インフルエンザ等対策特別措置法 
地方公共団体が担任する感染症対策に関する事務は法定受託事務全般（§74） 

 
 都道府県 市町村 

一般行政 教育行政 一般行政 教育行政 
 ■  ■  
公立小中学校管理  ●  ● 

■法定受託事務  ●自治事務 
 

・ 公衆衛生は地方公共団体の首長の所掌事務に属するが、感染症対策は主として都道府県知事が法
定受託事務として処理し、市町村長は都道府県知事による総合調整の下で対策を講ずる。 

・ 公立小中学校の管理は市町村の自治事務に属し、市町村教育委員会が首長から独立して管理執行
にあたる。感染症拡大時には、両者の連携（所掌事務の調整・協議）が必要となる。 

 
(2) 平時における学校保健安全に関する教育委員会の事務 
 
(a) 学校保健安全に関する教育委員会の責務と権限 

i. 学校設置者の責務 
学校の設置者は、その設置する学校の児童生徒等及び職員の心身の健康の保持増進を図るため、当
該学校の施設及び設備並びに管理運営体制の整備充実その他の必要な措置を講ずるよう努めるもの
とする。（学校保健安全法§4） 

ii. 教育委員会の所掌事務 
九 校長、教員その他の教育関係職員並びに生徒、児童及び幼児の保健、厚生及び福利に関するこ
と。（地方教育行政法§21） 

iii. 学校保健計画の策定義務（学校保健安全法§5） 
文部科学大臣が定める学校環境衛生基準⚐3に準拠 
児童生徒等及び職員の健康診断 
環境衛生検査 
児童生徒等に対する指導 
その他保健に関する事項 

⚐3学校環境衛生基準（学校保健安全法§6） 
換気、採光、照明、保温、清潔保持その他環境衛生に関する望ましい基準 

iv. 感染症予防措置 

新型インフル等の感染症に関する基準は含まない。 

指導助言 
感染症対策 指導助言 総合調整 

総合調整 
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 5 
校長による出席停止（学校保健安全法§19） 

感染症にかかつており、かかつている疑いがあり、又はかかるおそれのある児童生徒 
学校設置者による学校の全部又は一部の臨時休業（学校保健安全法§20） 

感染症の予防上必要があるとき 
準拠すべき法令 
・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 see p.7. 
・学校保健安全法施行令（§§5-7） 

§5 保健所と連絡すべき場合  出席停止・臨時休業 
§6 出席停止の指示と、感染症ごと出席停止の期間（省令へ委任） 
§7 出席停止の学校設置者への報告 

・学校保健安全法施行規則（§§18-21） 
§18 学校において予防すべき感染症の種類 

第一種 エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、南米出血熱、ペスト、
マールブルグ病、ラッサ熱、急性灰白髄炎、ジフテリア、重症急性呼吸器
症候群（SARSコロナウイルス）、中東呼吸器症候群（MERSコロナウイルス）、
特定鳥インフルエンザ 

第二種 インフルエンザ、百日咳、麻しん、流行性耳下腺炎、風しん、水痘、咽頭
結膜熱、結核、髄膜炎菌性髄膜炎 

第三種 コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌感染症、腸チフス、パラチフス、
流行性結膜炎、急性出血性結膜炎、その他の感染症 

§19 感染症の種類ごとの出席停止の期間 
§20 出席停止を行ったときの、学校設置者への報告事項 
§21 感染症の予防に関する細目（感染症発生時の施設設備等の消毒） 

 
(b) 学校保健安全法における学校安全と学校保健 
 
 学校保健 学校安全 

設置者の 
責務 

児童生徒等及び職員の心身の健康の保持増進
（§4） 

事故、加害行為、災害等により児童生徒等に
生ずる危険の防止（§26） 
事故等により児童生徒等に危険又は危害が
現に生じた場合の適切な対処（§26） 

計 画 
学校による、学校保健計画の策定（§5） 学校による、学校安全計画の策定と運用（§

§27-28） 

平時の事務 

健康相談（§§8-10） 
健康診断（§§11-18） 
感染症の予防（§§19-21）= 出席停止・休業 
学校医等（§§22-23） 

 

緊急対処 
 学校による、危険等発生時対処要領の作成

（§29） 

援助・連携 
地方公共団体による学校への援助（§24） 
国の補助（§25） 

関係機関との連携（§30） 
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危険等発生時対処要領作成に関する指導助言等 
2012「学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引き」 
2017「学校事故対応に関する指針」 
2018「第 2次学校安全の推進に関する計画」（平成29年 3月閣議決定） 
2018「学校の危機管理マニュアル作成の手引」 

事前の危機管理 
体制整備、点検、避難訓練、教職員研修、安全教育 

個別の危機管理 
事故等発生時の対応の基本、様々な事故への対応、不審者侵入への対応、登下校時の
緊急事態（不審者事案）への対応、交通事故への対応、気象災害への対応、地震・津
波への対応、新たな危機事象（第同ミサイル、犯罪予告・テロ、ネット犯罪）への対応、幼
稚園等における留意点、特別支援学校等における留意点、寄宿舎における留意点 

事後の危機管理 
事後の対応、心のケア、調査・検証・報告・再発防止等 

 
・ 教育委員会による学校保健行政は、日常的な保健衛生管理に重点が置かれている。この点で、学
校安全行政の重点が事故等発生時への緊急対処が置かれているのと対称的である。 

・ 教育行政においては、感染症に関する児童生徒等の安全確保は出席停止または臨時休業で対処
するが、学校教育活動の継続や休業期間中の児童生徒のケアを目的として講ずべき手立て（分散
登校、オンライン授業、登校忌避者への対応、日常生活支援等）は法令上必須のものとはされていない。 

 
(3) 感染症を理由とする臨時休業への首長の関与 

i. 首長の所掌事務（地方教育行政法§22） 
一 大学に関すること。 
二 幼保連携型認定こども園に関すること。 
三 私立学校に関すること。 
四 教育財産を取得し、及び処分すること。 
五 教育委員会の所掌に係る事項に関する契約を結ぶこと。 
六 教育委員会の所掌に係る事項に関する予算を執行すること。 

ii. 総合教育会議（地方教育行政法§1の 4①） 
a. 教育大綱策定に関する協議 
b. 次に掲げる事項に関する 協議  

一 教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術及び文
化の振興を図るため重点的に講ずる施策 

二 児童、生徒の生命又は身体に現に被害⚐5が生じ、又はまさに被害が生ずるおそ
れがあると見込まれる場合等の緊急の場合に講ずべき措置 

⚐5本条の成立過程に照らして言えば、本号の「被害」は、児童生徒がいじめ
や校内暴力によって受ける被害が想定されていると思われるが、自然災
害・感染症・武力攻撃による被害を排除する理由はないだろう。 

c. 首長及び教育委員会の事務の 調整  
 

教育委員会が関与することなく、
首長が単独で処理する事務。 

教育委員会の教育事
務管理執行との調和
のための調整が必要 

これらはいずれも教育委員会の所掌事項で
あり、首長の所掌事項には含まれない。 
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・ 感染症対策に関する事項は、総合教育会議において、①学校保健を所掌する教育委員会と公衆衛
生を所掌する首長とが各所掌事務の調整を行うことができるとともに、②首長は教育委員会の
感染症対策に関する事務の管理執行について協議することもできる。したがって、首長は学校の
臨時休業を決定する権限を有しないが、児童生徒を含む市民の公衆衛生全般に対して責任を負
う者として、教育委員会に対して学校を臨時休業させるよう協議または調整することができる
と考えられる。 

・ なお、緊急事態宣言下では、市町村長は都道府県本部長の要請を受けて、教育委員会に対して学
校施設の使用制限・停止を求めることができる。see pp.8-9. 

 
 

4. 国と地方公共団体の関係 
 
(1) 地方自治法に定める関与 
 
(a) 普通地方公共団体に対する国又は都道府県の関与（§245） 

普通地方公共団体の事務の処理に関し、国の行政機関又は都道府県の機関が行う次の行為 
助言・勧告、資料提出要求、是正要求、同意、許可・認可・承認、指示、代執行 
協議 
一定の行政目的を実現するため具体的かつ個別的に関わる行為 

(b) 関与法定主義（§245の２） 
(c) 関与の基本原則（§245の 3） 

必要最小限度、自主性・自律性の尊重 
自治事務の処理に関する代執行、及び法定受託事務の処理に関する個別関与の回避 

(d) 技術的な助言・勧告、資料提出要求（§245の 4） 
(e) 是正の要求（§245の 5） 自治事務 大臣→都道府県・市町村 
(f) 是正の勧告（§245の 6） 自治事務 都道府県→市町村 
(g) 是正の指示（§245の 7） 法定受託事務 大臣→都道府県・市町村 
(h) 代執行（§245の 8） 

要件：（法令違反 or 著しい適正欠如）and（明白な公益阻害） 
 
(2) 地方教育行政法に定める関与 
 
(a) 指導・助言・援助（§48） 
(b) 是正要求、是正要求の指示（§49） 

講ずべき措置の内容を明示 

要件：（法令違反 or 管理執行懈怠） 
and（教育を受ける権利侵害） 

(c) 是正の指示（§50） 
要件：（法令違反 or 管理執行懈怠） 

and（児童生徒の生命身体の被害・可能性 and 被害の拡大・発生防止のための緊急性） 
and（他の方法による是正が困難） 



 

 

5 
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(4) 新型インフルエンザ等対策特別措置法（新型インフル特措法）に定める関与 
 
(a) 新型インフル特措法の構造 
 

事態の進行 平時 
新型インフルエンザ等

発生時 
緊急事態宣言時 

関与の方法 計画確定の基準 総合調整⚐7 指示⚐8 

 
平時 
政府  ：政府行動計画（§6) 
都道府県：都道府県行動計画（§7） 
市町村 ：市町村行動計画（§8) 
 新型インフルエンザ等発生時⚐9 

政府対策本部  ：基本的対処方針（§18) 
(1)発生状況、(2)全般的対処方針、(3)対策実施に関する重要事項 

       総合調整 → 都道府県知事・指定行政機関等の長（§20①） 
都道府県・市町村：基本的対処方針に基づく対策の実施、関係機関の対策を総合的推進(§3④) 
都道府県知事  ：都道府県の区域内における対策の総合調整（§24①） 

       都道府県教育委員会に対する「必要な措置」の「求め」(§24⑦) 
       行使の団体・個人に対する「協力の要請」（§24⑨) 

 緊急事態宣言時⚐10 
政府対策本部長  ：新型インフルエンザ等緊急事態の宣言（§32①） see 施行令§6 

(1)措置の実施期間、(2)実施区域、(3)事態の概要 
総合調整(§20①)に基づく所要の措置が実施されない場合 
「必要な指示」 → 都道府県知事・指定行政機関等の長（§33①） 

都道府県対策本部長：総合調整(§24①)に基づく所要の措置が実施されない場合 
「必要な指示」 → 市町村長・指定公共機関（§33②） 

市町村対策本部長 ：対策の総合的推進に関する事務（§34②) 
市町村が実施する緊急事態措置の総合的調整（§36①） 
「求め」    → 市町村教育長（§36⑥） 

 
新型インフル特措法 
⚐7 第 20 条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施するため必要がある
と認めるときは、基本的対処方針に基づき、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長並びに前条
の規定により権限を委任された当該指定行政機関の職員及び当該指定地方行政機関の職員、都道府県
の知事その他の執行機関（以下「都道府県知事等」という。）並びに指定公共機関に対し、指定行政機
関、都道府県及び指定公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策に関する総合調整を行うことが
できる。 

⚐8 第 33 条 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第 20条第 1項の総合調整
に基づく所要の措置が実施されない場合であって、新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施
するため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、指定行政機関の長及び指定地方
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行政機関の長並びに第十九条の規定により権限を委任された当該指定行政機関の職員及び当該指定
地方行政機関の職員、都道府県知事等並びに指定公共機関に対し、必要な指示をすることができる。
この場合においては、第 20条第 3項及び第 4項の規定を準用する。 
２ 都道府県対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態において、第 24条第 1項の総合調整に
基づく所要の措置が実施されない場合であって、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対
策を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、関係市
町村長等並びに指定公共機関及び指定地方公共機関に対し、必要な指示をすることができる。 
第 74 条 この法律の規定により地方公共団体が処理することとされている事務（都道府県警察が処理
することとされているものを除く。）は、地方自治法第 2 条第 9 項第 1 号に規定する第 1 号法定受託事
務とする。 
 

新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令 
⚐9第 6 条 法第 32 条第 1項の 新型インフルエンザ等 についての政令で定める要件は、当該新型イン
フルエンザ等にかかった場合における肺炎、多臓器不全又は脳症その他厚生労働大臣が定める重篤で
ある症例の発生頻度が、感染症法第 6 条第 6 項第 1 号に掲げるインフルエンザにかかった場合に比
して相当程度高いと認められることとする。 

⚐10② 法第 32 条第 1項の 新型インフルエンザ等緊急事態 についての政令で定める要件は、次に掲げ
る場合のいずれかに該当することとする。 
一 感染症法第 15条第 1項又は第 2項の規定による質問又は調査の結果、新型インフルエンザ等感
染症の患者（当該患者であった者を含む。）、感染症法第 6条第 10項に規定する疑似症患者若しくは
同条第 11項に規定する無症状病原体保有者（当該無症状病原体保有者であった者を含む。）、同条第 9
項に規定する新感染症（全国的かつ急速なまん延のおそれのあるものに限る。）の所見がある者（当該所
見があった者を含む。）、新型インフルエンザ等にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者
（新型インフルエンザ等にかかっていたと疑うに足りる正当な理由のある者を含む。）又は新型インフルエ
ンザ等により死亡した者（新型インフルエンザ等により死亡したと疑われる者を含む。）が新型インフル
エンザ等に感染し、又は感染したおそれがある経路が特定できない場合 

二 前号に掲げる場合のほか、感染症法第 15 条第 1 項又は第 2 項の規定による質問又は調査の結
果、同号に規定する者が新型インフルエンザ等を公衆にまん延させるおそれがある行動をとって
いた場合その他の新型インフルエンザ等の感染が拡大していると疑うに足りる正当な理由のある
場合 

 
・ 地方公共団体が処理する事務はすべて第一号法定受託事務とされ、国の強い関与を受ける。 
・ 新型インフルエンザ等発生時と緊急事態宣言時のいずれにおいても、対策は都道府県単位で行
われるため、国が市町村に対して直接に特定の措置を要請することはなく、都道府県本部長によ
る区域内の市町村に対する総合調整及び指示を通じて必要な措置を実施する仕組みになってい
る。 
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(b) 緊急事態宣言時の行政機関間及び教育機関との関係 

 
地方教育行政法        新型インフル等特措法 

 文 部 科 学 大 臣     政 府 対 策 本 部 長    
 ↓指導助言       ↓総合調整§20① ⇒ ↓指示§33① 
 都道府県教育委員会     都 道 府 県 知 事    → 住民への外出自粛の要請§45① 
 ↓指導助言       ↓総合調整§24①  ↓指示§33② 私立学校への施設使用制限停止の要請・指示 
 ↓是正要求          市 町 村 長      （要請§45②⇒指示§45③⇒公表§45④） 
 ↓是正指示       ↓必要な措置の求め§36⑥ 
        市 町 村 教 育 委 員 会           公立学校への施設使用制限停止 

 
新型インフルエンザ等対策特別措置法 
第 45 条 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等の
まん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済の混乱を回避するため
必要があると認めるときは、当該特定都道府県の住民に対し、新型インフルエンザ等の潜伏期間及び
治癒までの期間並びに発生の状況を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間及び区域において、
生活の維持に必要な場合を除きみだりに当該者の居宅又はこれに相当する場所から外出しないこと
その他の新型インフルエンザ等の感染の防止に必要な協力を要請することができる。 
２ 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等のまん延
を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済の混乱を回避するため必要が
あると認めるときは、新型インフルエンザ等の潜伏期間及び治癒までの期間を考慮して当該特定都道
府県知事が定める期間において、学校、社会福祉施設（通所又は短期間の入所により利用されるものに限
る。）、興行場（興行場法（昭和23年法律第137号）第一条第一項に規定する興行場をいう。）その他の政令で
定める多数の者が利用する施設を管理する者又は当該施設を使用して催物を開催する者（次項におい
て「施設管理者等」という。）に対し、当該施設の使用の制限若しくは停止又は催物の開催の制限若しく
は停止その他政令で定める措置を講ずるよう要請することができる。 
３ 施設管理者等が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないときは、特定都道府県知
事は、新型インフルエンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び
国民経済の混乱を回避するため特に必要があると認めるときに限り、当該施設管理者等に対し、当該
要請に係る措置を講ずべきことを指示することができる。 
４ 特定都道府県知事は、第 2項の規定による要請又は前項の規定による指示をしたときは、遅滞な
く、その旨を公表しなければならない。 
第 36 条 市町村対策本部長は、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置を的確
かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、当該市町村が実施する当該市町村の区域に係る
新型インフルエンザ等緊急事態措置に関する総合調整を行うことができる。 
６ 市町村対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の区域に係る新型インフルエ
ンザ等緊急事態措置を実施するため必要な限度において、必要な措置を講ずるよう求めることができ
る。 
 

・ 新型インフルエンザ等緊急事態において、特定都道府県知事は、私立学校に対して、施設使用の
制限・停止したがって臨時休業するよう要請することができる（§45②）。公立学校については、
特定都道府県知事は、市町村対策本部長に対して、教育委員会に必要な措置を講ずるよう求める
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こと（§36⑥）を要請することとなる（§45②）。 

・ さらに、学校の臨時休業が必要であるにもかかわらず特定都道府県知事が上記の要請を行わな
い場合、政府対策本部長は特定都道府県知事に対して臨時休業を要請するよう指示することが
できる。（§33①） 

 
 
5. 考察 
 
(1) 首相による一斉臨時休業要請 
 
2/27 の安倍首相の一斉臨時休業の要請は、 
① 緊急事態宣言（§32）が発出されていない段階で、 
② 緊急事態措置を実施すべき区域（§32①二）を特定することなく、非感染地帯をも含んで全
国一律に、 

③ 特定都道府県知事を飛び越して（§20①、§33①）、学校設置者または学校に対して直接に、 
④ 学識経験者の意見（§18④）を聴くことなく、 
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① 首相要請を受けた方針転換 2/25 通知 → 2/28 通知 
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他方、 
③ 「学びの保障」の柔軟性 
④ 「技術的な指導助言」  not 是正要求、指示 

 
(3) 教育委員会・学校の安全保護義務 

① 教育委員会・学校は感染症に関しても児童生徒に安全保護義務を負うが、学校保健安全法
には感染症拡大を想定した危険等発生時対処要領の定めがなく、感染症拡大を想定した危
機管理マニュアルの策定や資材備蓄などの事前準備が義務づけられていない。学校安全に
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この報告は、2020年 10⽉ 4 ⽇にオンラインで⾏われた⽇本教育⾏政学会第 55 回⼤会（北海道⼤学）課題研究
Ⅰ「緊急事態に直⾯する教育⾏政・教育⾏政学の課題(1) ―「全国⼀⻫休校」から⾒えたこと― 」での報告「教
育の地⽅⾃治と全国⼀⻫休校−指⽰・要請・指導助⾔−」を元に作成した。 
 
「新型コロナウイルス禍と公教育の課題」『住⺠と⾃治』 (690), 18-21, 2020-10 
「オンライン教育の拡⼤とGIGAスクール構想が奪うもの : コロナ禍で進⾏する」『世界』(937), 145-153, 
2020-10 
 

 11 
(b) 緊急事態宣言時の行政機関間及び教育機関との関係 

 
地方教育行政法        新型インフル等特措法 

 文 部 科 学 大 臣     政 府 対 策 本 部 長    
 ↓指導助言       ↓総合調整§20① ⇒ ↓指示§33① 
 都道府県教育委員会     都 道 府 県 知 事    → 住民への外出自粛の要請§45① 
 ↓指導助言       ↓総合調整§24①  ↓指示§33② 私立学校への施設使用制限停止の要請・指示 
 ↓是正要求          市 町 村 長      （要請§45②⇒指示§45③⇒公表§45④） 
 ↓是正指示       ↓必要な措置の求め§36⑥ 
        市 町 村 教 育 委 員 会           公立学校への施設使用制限停止 

 
新型インフルエンザ等対策特別措置法 
第 45 条 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等の
まん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済の混乱を回避するため
必要があると認めるときは、当該特定都道府県の住民に対し、新型インフルエンザ等の潜伏期間及び
治癒までの期間並びに発生の状況を考慮して当該特定都道府県知事が定める期間及び区域において、
生活の維持に必要な場合を除きみだりに当該者の居宅又はこれに相当する場所から外出しないこと
その他の新型インフルエンザ等の感染の防止に必要な協力を要請することができる。 
２ 特定都道府県知事は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等のまん延
を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済の混乱を回避するため必要が
あると認めるときは、新型インフルエンザ等の潜伏期間及び治癒までの期間を考慮して当該特定都道
府県知事が定める期間において、学校、社会福祉施設（通所又は短期間の入所により利用されるものに限
る。）、興行場（興行場法（昭和23年法律第137号）第一条第一項に規定する興行場をいう。）その他の政令で
定める多数の者が利用する施設を管理する者又は当該施設を使用して催物を開催する者（次項におい
て「施設管理者等」という。）に対し、当該施設の使用の制限若しくは停止又は催物の開催の制限若しく
は停止その他政令で定める措置を講ずるよう要請することができる。 
３ 施設管理者等が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないときは、特定都道府県知
事は、新型インフルエンザ等のまん延を防止し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び
国民経済の混乱を回避するため特に必要があると認めるときに限り、当該施設管理者等に対し、当該
要請に係る措置を講ずべきことを指示することができる。 
４ 特定都道府県知事は、第 2項の規定による要請又は前項の規定による指示をしたときは、遅滞な
く、その旨を公表しなければならない。 
第 36 条 市町村対策本部長は、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等緊急事態措置を的確
かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、当該市町村が実施する当該市町村の区域に係る
新型インフルエンザ等緊急事態措置に関する総合調整を行うことができる。 
６ 市町村対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の区域に係る新型インフルエ
ンザ等緊急事態措置を実施するため必要な限度において、必要な措置を講ずるよう求めることができ
る。 
 

・ 新型インフルエンザ等緊急事態において、特定都道府県知事は、私立学校に対して、施設使用の
制限・停止したがって臨時休業するよう要請することができる（§45②）。公立学校については、
特定都道府県知事は、市町村対策本部長に対して、教育委員会に必要な措置を講ずるよう求める
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(d) 調査（§53） 
(e) 資料・報告の提出要求（§54） 
 
・ 地方教育行政法にさだめる国・都道府県の関与は、地方自治法のそれよりも強い。 
・ 指導助言 ＞ 技術的な指導助言 
・ 講ずべき措置を示す是正要求 
・ 自治事務に対する是正指示 

・ただし、今回、文部科学省は「技術的な指導・助言」を強調。 
 
(3) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に定める関与 
 
(a) 厚生労働大臣の都道府県知事に対する 技術的な指導及び助言 （§51） 

都道府県知事が下記の措置を取る旨を通報したとき 
検体採取等（§44 の 7①）、感染のおそれのある者の健康診断（§45）、同入院（§46）、同移
送（§47）、同退院（§48）、一類感染症とみなして行う措置⚐7（§50①） 

(b) 厚生労働大臣の都道府県知事に対する 指示 （§51の 2） 
新感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため緊急の必要があると認めるとき 
検体採取等（§44の 7①）、健康診断（§45①）、新感染症の所見がある者の入院勧告（§46①）、
入院させた者の転院（§46③）、入院期間の更新（§46④）、同移送（§47）、同退院（§48①）、
退院希望者による感染蔓延のおそれの確認（48④）、一類感染症とみなして行う措置⚐7（§50
①）、感染の可能性のある者に対する健康状態報告の求め（§50 の 2①）、感染の可能性のあ
る者に対する外出自粛の求め（§50の 2②） 
⚐7検体提出の命令（§26 の 3①）、検体の無償収去（§26 の 3③）、検体採取の命令（§26 の
4①）、検体の採取（§26 の 4③）、消毒の命令（§27）、ネズミ・昆虫駆除の命令（§28）、
汚染物件等の移動制限等の命令（§29）、死体の移動制限・禁止（§30）、汚染水の使用・
給水の制限・禁止（§31）、汚染建物への立入り制限・禁止（§32）、汚染場所への交通制
限・遮断（§33）、患者等への質問・調査（§35①） 

(c) 都道府県知事から厚生労働大臣への経過報告（§52） 
 

・ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律では、感染予防等に関する都道府県
知事の事務の主要部分は法定受託事務とされている。 

・ このため、厚生労働大臣は、「新感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため緊急の
必要があると認めるとき」、都道府県知事に対して、感染の可能性のある者に対する外出自粛の
求めるようい指示し、さらに汚染建物への立入りを制限・禁止し、汚染場所への交通規制・遮断
するよう指示することができる。 

・ 学校もこの要請の対処となりうる。ただし、全国すべての学校がウイルスで汚染された状態であ
ることが確認されないかぎり、これをもって全国一斉休校要請を正当化できるものではない。 
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